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研究成果の概要（和文）： 

   テクノロジーマネジメントの一手法である技術ロードマップを用いて、認知症介護のための

技術開発および導入における課題を分析した。社会的状況の変化と現在開発されている研究、

および現場で適用されている介護の理念の観点から分析した結果、認知症介護の技術的支援研

究において今後の技術がどのように進展しうる可能性を秘めているのかを明らかにでき、技術

開発・導入を行う際に生じる可能性が高い課題と対策を整理できた。 

 
研究成果の概要（英文）： 
  This study discussed issues on development and deployment of assistive technologies 
for dementia care by means of technology roadmapping. Field studies and literature review 
were conducted to analyze the change of social drivers and technology trajectory; each 
results of the analysis were allocated in a technology roadmap for assistive technologies 
for dementia care. As a result, the technology roadmap, which can grasp the futuristic 
vision of assistive technology development and deployment, has been delineated. 
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１．研究開始当初の背景 

認知症の人に対する工学技術的生活支援
には大きく分けて二つのアプローチがある。
ひとつは認知症高齢者の自助を支援するも
のであり、日常スケジュールのリマインダ装
置（成田ほか 2008）などはこのグループに
分類される。もうひとつは認知症高齢者を介

護する人を支援するものである。介護者・家
族と認知症者間のコミュニケーション支援
（Alm et al. 2005、Kuwahara et al. 2006）
などはこのグループに分類され、本研究では
こちらを対象とする。装置を使うことで高齢
者が介護者からの助けを得やすくする点が
後者グループの特徴であり、本人の自助を促
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すものではない点が前者グループとの違い
である。 

従来は、本人の自助を促す機器が多く開発
されてきた。できる限り本人の意思を尊重す
るという介護上の原則があるため、この流れ
は当然であろう。しかし認知症は基本的に症
状が改善せず、むしろ悪化していくことが多
い。症状が進めば生活の大部分で介護者の介
助を必要とする状態となり、その場合は本人
のニーズを介護者に伝える過程が支援の対
象となる。 

ところがここで問題となるのが個人情報
保護やプライバシーである。法的には後見人
が決定権を持つが、現実には後見人がいる認
知症の人は少なく、家族が意思決定すること
が多い。法的には成年後見人制度の利用を促
進することで問題が解決するが、現場での倫
理感として、他人が認知症高齢者の個人情報
にアクセスすることに対してためらいがあ
る。介護者支援はこのように法的・倫理的に
注意を要する要素を含んでいるため、技術的
支援は海外も含めてほとんど進んでいない
のが現状であった。 

見守り支援を謳う情報機器もいくつか市
販されているが、認知症介護の現場への導入
は皆無に近い。メーカーは上述した問題に目
をつぶり、どのように使うかは購入者の自由
であって、メーカーとしては関知しないとの
立場をとっている結果、ニーズもシーズもあ
りながら役に立つ機器が生み出されないと
いう膠着状態に陥っていた。 
 
２．研究の目的 

本研究は、認知症高齢者の介護に役立つ機
器をどのようにデザインし、導入していった
らよいのかを明らかにすることで、このよう
な事態を打開することを目指した。 
 本研究は、日本の強みであるものづくり、
その中でも特に電機技術を活用した介護機
器の開発・普及について技術経営的視点から
検討するものである。5 人に 1 人が高齢者と
いう超高齢化社会を迎えた日本において、も
のづくり技術を生かした介護機器の開発・普
及は急を要する課題である。研究レベルでは
多くの要素技術が開発されてきたが、死の谷
は乗り越えられて来なかった。一部の技術を
活用して商品化された介護機器が無い訳で
はないが、市場に普及しているとは言いがた
い。そこで、認知症高齢者に対応した介護付
き集合住宅（グループホーム）を対象にした
アクションリサーチおよび文献・資料調査を
行うことで、なぜ介護現場への技術導入が進
まないのか、その原因を探りながら、認知症
高齢者介護を目的とした機器の望ましい開
発方法、適切な導入方法を明らかにする。 
 
３．研究の方法 

研究目的を果たすために実地調査および
文献調査を実施した。 
 
(1) グループホーム（GH）における実地調査 
 認知症介護の専門施設である GHを対象に、
これまでに開発した技術の効果測定を行い、
分析した。 
 本プロジェクトが開始される前に見守り
カメラシステムを開発・導入していた 3軒の
グループホームでの結果を再分析し、特にシ
ステム導入時の課題を抽出した。その課題に
対して解決策を立て、4軒目の GH にシステム
を導入し、定性的な調査に基いて効果を調べ
た。 
 併せて、これまでに開発・導入していた
RFID マットによる見守りシステムの導入過
程も再分析し、このシステムについても課題
を整理した。 
 
(2) 文献調査 
 認知症介護における assistive 
technology の研究は、全世界的に見ても 
early stage にある分野である。そこで、英
語で書かれた論文誌、査読つき会議論文集か
ら技術開発および導入に関する論文を収集
した。収集した論文から、技術テーマ、対象
ユーザ、対象とする認知症の程度、対象とす
る家屋の形態、リサーチデザイン、開発した
機器あるいはソフトウェア、結果を抽出し、
似ている技術同士をまとめた。 
 また、後述する技術ロードマップ作成のた
めには、社会的な変化に関する情報を収集す
る必要があったため、世界的な高齢者人口の
推移、本邦における社会保障費の推移、介護
職員の採用率・離職率の推移、介護施設数の
推移のデータを収集した。 
 
(3) 技術ロードマップの作成 

本項の (1) および (2) で収集したデー
タを元に、社会的な変化を assistive 
technology における social drivers と 
needs とし、開発・導入に関する研究の分析
結果を resources として、技術ロードマップ
を作成し、技術予測と社会変化を突き合わせ
ることで今後生じうる技術の種類および開
発・導入時に発生する可能性がある問題につ
いてまとめた。 
このとき、技術開発・導入や社会変化を考

えるにあたっては、パーソン・センタード・
ケアの視座を中心に据えた。 
 
４．研究成果 
(1) 実地調査に関する結果 
見守りカメラシステムを介護の文脈に埋

め込んだ結果として生じた変化は、介護者間
の役割分担を明確化する点にあると考えら
れる。システム導入前は、食事担当とそれ以



 

 

外の雑多な業務（洗濯、掃除、トイレ介助な
ど）を遊軍的に担当していた介護者の間では、
見守りと声かけの役割分担は必ずしも明確
とは言えなかった。特に、食事担当者の居場
所（炊事場）からは、三和土、トイレ前、脱
衣所、サンルームなどの GH の多くの場所が
死角になる構造であったため、何かあると洗
い物や食事準備の手を止めては安全確認と
声かけ、必要と判断したら介助を行うことに
なっていた。導入後は、死角が低減したため、
モニタを見ながら危うい行動の予兆を発見
すると遊軍の介護者に声かけすることがで
きるようになった。時間制限があり重労働で
ある食事の準備や後片付けに集中しやすい
環境に仕掛けられたと考えられる。 
さらに、見守りカメラシステムによる介護

者の負担を軽減した効果は、入居者の行動変
化にも波及した可能性がある。介護者へのイ
ンタビューにおいて、介護者が落ち着いてい
ることが、入居者の不穏行動の減少につなが
っている見解が示された。死角をなくしたこ
とにより、入居者が部屋から出てきたときな
ど事前に察知することが可能となった。その
結果、急遽割り込まれる作業（気づいた時に
は転倒リスクのある入居者がトイレに入っ
ており、作業を止めて駆けつけるなど）が少
なくなった。 

RFID マットシステムで配慮したのは、負担
の少ない形式で RFID を身につけてもらえる
ようにすることである。特に、認知症高齢者
は短期記憶の記憶障害があるため、普段しな
いような作業を要請すること、着用しない衣
服を着せることは困難であることは事前に
想定できた。さらに、そのような強要が入居
者の不穏に繋がるのは避けたいと考えてい
た。GH の経営者と協議し、現場で観察したと
ころ、入居者全員が自分用のスリッパを履い
て移動していることが分かったため、これに
タグを埋め込む仕掛けにした。ある特定のア
ンテナを特定の入居者（特定の ID の RFID タ
グ）が踏むと音で知らせるアラート通知機能
を実装したため、介護者にとっても転倒リス
クなどを察知できるようになった。スリッパ
は介護者も着用していたので、介護者の移動
データも獲得できることになった。 

これまで議論されることが少なかった、介
護支援システムと空間の使い方の関係につ
いては、以下の結果が得られた。典型的 GH
における空間の使い方として、私的空間と公
的性格を有する空間の切り分けが厳格であ
ること、集団規模を柔軟に変更しにくい環境
であること、入居者のプライバシー確保する
必要性から、視線と環境音が同時に管理でき
るようのみ施設形態が構成されていること
が問題であると考えられた。さらに、その環
境下で見守り介護支援システムを利活用す
れば、この 3点の問題を緩和できる可能性を

指摘できた。 
 
(2) 文献調査に関する結果 
これまでの技術動向を約 200本の先行研究

からまとめた結果、screening、memory-aid、
monitoring safety and health、tele-care & 
information sharing 、 communication 
support & therapy の 5 種類に分類すること
ができた。 
また、人口動態予測、本邦における介護職

員の離職率、給与待遇、国の支出に対する社
会保障費の割合から、今後生じうる社会変化
についてもまとめ、技術動向を認知症介護の
基盤的思想である person-centered care と
照らしながら考察した。 
 

(3) 技術ロードマップの作成 
 データ収集および分析した (1) の結果を
技術ロードマップの researches/resources 
および products/services に当てはめ、 
(2) の結果を social drivers および needs 
に当てはめ、技術発展と社会変化の視座とな
る vision にし、技術ロードマップを作成し
た。 
認知症介護の assistive technologies は、

世界的な高齢化社会への移行とそれに伴う
人的・経営資源の欠乏、およびエビデンスベ
ースドケアへの要請により要望が高まると
考えられる。その際、認知症者がその人らし
くあるために技術は用いられ、「認知症者の
自律をサポートする介護作業支援」「介護者
の教育および知識継承」「認知症者と介護者
の社会参加」のために技術が開発されると考
えられる。これらの技術が実装されるために
は、セキュアなデータセンター開発や認知症
者の行動パターン分析の研究が重要である。
さらに、介護者が機器の操作に振り回されな
いために、機器の開発・販売と同時にサポー
トセンターの設置が望まれる。 
技術が現場で利用されるかどうかは、工学

技術の開発と共に社会制度の発展や倫理的
課題の解決もなされなければならない。ICT
機器－ユーザ間、ユーザ（認知症者－介護者、
あるいは介護者同士）間が対立関係に陥らな
いよう、ガイドラインの作成や法整備の重要
性が高まると考えられる。 
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